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中間貸借対照表

（単位：千円）

期 別 前 事 業 年 度 の当中間会計期間末 前中間会計期間末 要約貸借対照表
(平成15年2月28日 ) (平成14年2月28日 ) (平成14年8月31日 )現在 現在 現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

% % %
（資産の部）

Ⅰ．流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 784,957 925,019 1,005,273

受 取 手 形 ─ 3,662 3,083

売 掛 金 238,893 213,671 339,886
た な 卸 資 産 3,364,405 2,823,082 2,670,904

関係会社短期貸付金 1,124,000 ─ 1,564,000

繰 延 税 金 資 産 108,481 95,216 82,204

その他の流動資産 393,988 497,749 385,021

貸 倒 引 当 金 △ 2,200 △ 1,035 △ 6,036

流 動 資 産 合 計 6,012,526 30.2 4,557,367 27.5 6,044,337 31.2

Ⅱ．固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物 5,248,804 3,999,892 4,908,075

工具器具及び備品 364,693 367,488 343,457

土 地 2,025,233 973,946 2,025,233

269,431 14,906 131,146その他の有形固定資産

有形固定資産合計 7,908,163 39.7 5,356,233 32.3 7,407,913 38.2

無 形 固 定 資 産 102,448 0.5 100,334 0.6 100,752 0.5

投資その他の資産

差入敷金保証金 4,503,098 4,341,527 4,472,634
126,000 1,250,000 138,000関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産 213,612 197,261 167,063

その他の投資等 1,075,781 789,132 1,060,561

貸 倒 引 当 金 △ 5,369 △ 3,618 △ 3,514

投資その他の資産合計 5,913,123 29.6 6,574,303 39.6 5,834,744 30.1

固 定 資 産 合 計 13,923,735 69.8 12,030,870 72.5 13,343,410 68.8

資 産 合 計 19,936,261 100.0 16,588,238 100.0 19,387,748 100.0
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（単位：千円）

期 別 前 事 業 年 度 の当中間会計期間末 前中間会計期間末 要約貸借対照表
(平成15年2月28日 ) (平成14年2月28日 ) (平成14年8月31日 )現在 現在 現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

% % %
（負債の部）
Ⅰ．流 動 負 債

買 掛 金 447,502 711,079 373,623

短 期 借 入 金 4,356,662 2,972,540 2,788,690

未 払 法 人 税 等 127,191 328,863 324,313

賞 与 引 当 金 285,765 263,187 256,121

その他の流動負債 649,075 676,468 932,469

流 動 負 債 合 計 5,866,195 29.4 4,952,139 29.8 4,675,218 24.1

Ⅱ．固 定 負 債

社 債 300,000 300,000 300,000

長 期 借 入 金 7,062,592 5,367,654 7,840,954

退職給付引当金 447,185 325,615 370,792

その他の固定負債 290,945 73,095 99,155

固 定 負 債 合 計 8,100,723 40.7 6,066,365 36.6 8,610,902 44.4

負 債 合 計 13,966,919 70.1 11,018,504 66.4 13,286,121 68.5

（資本の部）
Ⅰ．資 本 金 ─ ─ 940,500 5.7 940,500 4.9

Ⅱ．資 本 準 備 金 ─ ─ 1,118,500 6.7 1,118,500 5.8

Ⅲ．利 益 準 備 金 ─ ─ 66,517 0.4 66,517 0.3

Ⅳ．そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金 ─ 2,900,000 2,900,000

中間( )未処分利益 ─ 546,464 1,081,270当期

その他の剰余金合計 ─ ─ 3,446,464 20.8 3,981,270 20.5

Ⅴ． ─ ─ △ 1,147 △0.0 △ 2,941 △0.0その他有価証券評価差額金

Ⅵ. 自 己 株 式 ─ ─ △ 1,100 △0.0 △ 2,218 △0.0

資 本 合 計 ─ ─ 5,569,733 33.6 6,101,627 31.5

Ⅰ．資 本 金 940,500 4.7 ─ ─ ─ ─

Ⅱ．資 本 剰 余 金 1,118,500 5.6 ─ ─ ─ ─

Ⅲ．利 益 剰 余 金 3,921,554 19.6 ─ ─ ─ ─

Ⅳ． △ 8,727 △0.0 ─ ─ ─ ─その他有価証券評価差額金

Ⅴ. 自 己 株 式 △ 2,484 △0.0 ─ ─ ─ ─

資 本 合 計 5,969,342 29.9 ─ ─ ─ ─

負 債 ・ 資 本 合 計 19,936,261 100.0 16,588,238 100.0 19,387,748 100.0
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中間損益計算書

（単位：千円）

期 別 前 事 業 年 度 の当中間会計期間 前中間会計期間 要約損益計算書
自 平成14年9月1日 自 平成13年9月1日 自 平成13年9月1日( ) ( ) ( )至 平成15年2月28日 至 平成14年2月28日 至 平成14年8月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

% % %
Ⅰ．売 上 高 10,032,464 100.0 10,224,367 100.0 21,874,339 100.0

Ⅱ．売 上 原 価 2,674,016 26.7 2,759,177 27.0 6,044,258 27.6

売 上 総 利 益 7,358,447 73.3 7,465,190 73.0 15,830,080 72.4

Ⅲ．販売費及び一般管理費 7,398,148 73.7 7,037,248 68.8 14,404,125 65.9

△ 39,701 △0.4 427,942 4.2 1,425,954 6.5営業利益又は営業損失（△）

Ⅳ．営 業 外 収 益 193,267 1.9 173,245 1.6 341,333 1.5

Ⅴ．営 業 外 費 用 79,540 0.8 50,840 0.5 116,882 0.5

経 常 利 益 74,025 0.7 550,347 5.3 1,650,405 7.5

Ⅵ．特 別 利 益 4,080 0.1 ― ─ ― ─

Ⅶ．特 別 損 失 52,773 0.5 72,817 0.7 105,580 0.4

税引前中間(当期)純利益 25,332 0.3 477,530 4.6 1,544,824 7.1

法人税、住民税及び事業税 133,216 1.4 328,943 3.2 767,832 3.5

法 人 税 等 調 整 額 △ 68,785 △0.7 △ 73,920 △0.7 △ 29,457 △0.1

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
△ 39,098 △0.4 222,507 2.1 806,449 3.7又は中間純損失（△）

前 期 繰 越 利 益 294,136 323,957 323,957

中 間 配 当 額 ─ ─ 49,137

中間(当期)未処分利益 255,037 546,464 1,081,270
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産
商 品 ……… 移動平均法に基づく原価法

貯蔵品 ……… 最終仕入原価法

(2) 有価証券

①子会社株式 ……… 移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの ……… 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は、資本の部に計上（全部資本直入法）し、売却原価は移
動平均法により算定

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法

を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 18年～５６年

構築物 ５年～３０年

工具器具及び備品 ５年～１５年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法により貸倒引当金を計上しております。

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生すると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、翌事業年度において全額費用処理することとしております。
４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．ヘッジ会計の方法

①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ……… デリバティブ取引（金利オプション取引及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象 ……… 有利子負債

③ヘッジ方針

原則として、ヘッジ対象と高い有効性があるとみなされるヘッジ手段を個別対応させて行って

おります。

④ヘッジの有効性評価の方法

所定の部署が事前テストによってヘッジ手段の有効性を評価し、その結果を社内管理文書に記
載し承認を受けます。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

関係会社短期貸付金は、資産総額の百分の五を超えたため、区分掲記することといたしました。
なお、前中間会計期末は流動資産の｢その他の流動資産」に24,000千円含まれております。

（追加情報）

当中間会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用

しております。この変更に伴う当中間会計期間の損益に与える影響はありません。

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部については、
改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度

（平成15年2月28日現在） （平成14年2月28日現在） （平成14年8月31日現在）

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額

3,395,227千円 2,852,285千円 3,128,402千円

2.担保資産 2.担保資産 2.担保資産

イ.担保提供資産 イ.担保提供資産 イ.担保提供資産

建 物 1,595,764千円 建 物 386,913千円 建 物 1,326,919千円

土 地 1,989,813千円 土 地 938,526千円 土 地 1,989,813千円

計 3,585,578千円 計 1,325,440千円 計 3,316,733千円

上記の担保資産に対応する債務 上記の担保資産に対応する債務 上記の担保資産に対応する債務ロ. ロ. ロ.

短期借入金 180,000千円 短期借入金 12,000千円 社 債 300,000千円

社 債 300,000千円 社 債 300,000千円

長期借入金 3,520,000千円 長期借入金 1,848,000千円 長期借入金 3,700,000千円

計 4,000,000千円 計 2,160,000千円 計 4,000,000千円

3.差入敷金保証金の内容 3.差入敷金保証金の内容 3.差入敷金保証金の内容
差入敷金保証金の中には､建 差入敷金保証金の中には､建 差入敷金保証金の中には､建

設協力金が2,340,980千円含 設協力金が2,265,649千円含 設協力金が2,352,493千円含

まれております。 まれております。 まれております。

4.偶 発 債 務 4.偶 発 債 務 4.偶 発 債 務

金融機関からの借入に対する保証 金融機関からの借入に対する保証 金融機関からの借入に対する保証

㈱キングスター 300,000千円 ㈱キングスター 158,158千円 ㈱キングスター 277,234千円

㈱ジェイエムジー 127,400千円 ㈱ジェイエムジー 167,000千円 ㈱ジェイエムジー 147,200千円

㈱アルク 751,500千円 ㈱アルク 259,200千円 ㈱アルク 228,600千円

㈱ウイン 90,000千円

5.消費税等の取扱い 5.消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税 同 左

等は､相殺のうえ､流動負債の
「その他」として表示してお

ります。
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（中間損益計算書関係）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

自 平成14年9月1日 自 平成13年9月1日 自 平成13年9月1日（ ） （ ） （ ）至 平成15年2月28日 至 平成14年2月28日 至 平成14年8月31日

1.営業外収益の主要項目 1.営業外収益の主要項目 1.営業外収益の主要項目

受 取 利 息 23,728千円 受 取 利 息 16,051千円 受 取 利 息 36,940千円

受 取 配 当 金 30,112千円 受 取 賃 貸 料 45,439千円 受 取 配 当 金 50,166千円

受 取 賃 貸 料 86,360千円 協 賛 金 95,237千円 受 取 賃 貸 料 123,156千円

協 賛 金 53,054千円 協 賛 金 101,294千円

2.営業外費用の主要項目 2.営業外費用の主要項目 2.営業外費用の主要項目

支 払 利 息 69,453千円 支 払 利 息 45,229千円 支 払 利 息 104,610千円

3.特別損失の主要項目 3.特別損失の主要項目 3.特別損失の主要項目
固定資産除却損 33,031千円 固定資産除却損 26,574千円 固定資産除却損 47,014千円

固定資産除却損は、店舗リニ 同 左 同 左

ューアル等に伴う有形固定資

産の未償却残高及び差入敷金

保証金の除却、店舗撤去費用

などであります。

19,170千円 13,269千円 16,651千円建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物
そ の 他 13,861千円 そ の 他 13,305千円 そ の 他 30,362千円

計 33,031千円 計 26,574千円 計 47,014千円

投資有価証券評価損 15,221千円 投資有価証券評価損 37,409千円 投資有価証券評価損 46,633千円

円役 員 退 職 金 2,421千円 役 員 退 職 金 8,832千円 役 員 退 職 金 8,765千

円貸倒引当金繰入額 2,100千円 貸倒引当金繰入額 3,100千

4.減価償却実施額 4.減価償却実施額 4.減価償却実施額

275,215千円 237,913千円 519,532千円有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産

836千円 659千円 1,327千円無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産
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（リース取引関係）

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度

自 平成14年9月1日 自 平成13年9月1日 自 平成13年9月1日（ ） （ ） （ ）至 平成15年2月28日 至 平成14年2月28日 至 平成14年8月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係る注記 ファイナンス・リース取引に係る注記 ファイナンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 中間期末残高相当額 中間期末残高相当額

機械及び車両工具器具無形固 機械及び車両工具器具無形固 機械及び 車 両 工具器具無形固合 計 合 計 合 計
装 置 運搬具及び備品定資産 装 置 運搬具及び備品定資産 装 置 運搬具及び備品定資産

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
取得価額 取得価額 取得価額

139,084 24,452 4,069,450 90,712 4,323,701 139,084 21,440 3,580,66779,443 3,820,636 139,084 21,440 3,648,95990,712 3,900,198相当額 相当額 相当額

減価償却 減価償却 減価償却
54,088 14,884 1,772,110 43,375 1,884,459 30,907 10,395 1,278,91225,309 1,345,525 42,498 12,540 1,466,16334,304 1,555,505

額相当額 額相当額 額相当額累計 累計 累計

中間期末 中間期末 中間期末
84,996 9,568 2,297,340 47,337 2,439,241 108,177 11,044 2,301,75454,134 2,475,110 96,586 8,900 2,182,79656,408 2,344,692

残高 額 残高 額 残高 額相当 相当 相当

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 846,436千円 １年以内 731,977千円 １年以内 765,391千円
１年超 1,630,275千円 １年超 1,773,191千円 １年超 1,613,649千円

合計 2,476,711千円 合計 2,505,169千円 合計 2,379,040千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 447,090千円 支払リース料 377,007千円 支払リース料 795,941千円

減価償却費相当額 425,551千円 減価償却費相当額 357,634千円 減価償却費相当額 755,633千円
支払利息相当額 24,644千円 支払利息相当額 23,949千円 支払利息相当額 48,950千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 同 左 同 左

額法によっております。

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

…リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額 同 左 同 左

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年以内 5,953千円 １年以内 5,953千円 １年以内 5,953千円

１年超 76,409千円 １年超 82,362千円 １年超 79,386千円

合計 82,362千円 合計 88,316千円 合計 85,339千円

（有価証券関係）

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。

（重要な後発事象）

当社は、平成15年１月22日付で締結した合併契約に基づき、当社の100％子会社であります株式会社ジェイエ

ムジーを平成15年4月1日付で吸収合併いたしました。この合併は、経営資源の集中及び経営の効率化を図る

ことを目的としたものであります。

なお、合併に関する事項の概要は次のとおりであります。

① 当社は、株式会社ジェイエムジーの全株式を所有しており、合併にあたって全株式を無償償却し、合併

による新株の発行及び合併による資本金の増加は行っておりません。
② 当社は、平成15年4月1日付で株式会社ジェイエムジーの資産、負債及び権利義務の一切を引継ぎました。

③ 本合併による、損益及び総資産に与える影響は軽微であります。


